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６．個別財務諸表等

（１）貸　借　対　照　表

（単位：百万円）

科　　　　　　目

当　　　　　期

   平成１３年
    ３月３１日現在

前　　　　　期

   平成１２年
    ３月３１日現在

増　　　　　減

（　資　産　の　部　）

 流　　動　　資　　産

 　　現　金　及　び　預　金
 　　受　　取　　手　　形
 　　売　　　 掛　　　 金
 　　有　　価　　証　　券
 　　自　　己　　株　　式
 　　製　　　　　　　　品
 　　原　　　 材　　　 料
 　　仕　　　 掛　　　 品
 　　貯　　　 蔵　　　 品
 　　繰 延 税 金 資 産          
 　　その他の流動資産          
 　　貸 倒 引 当 金          

 固　　定　　資　　産

 　有 形 固 定 資 産          
 　　建　　　　　　　　物
 　　構　　　 築　　　 物
 　　機　　械　　装　　置
 　　車 両 運 搬 具          
 　　工 具 器 具 備 品          
 　　土　　　　　　　　地
 　　建 設 仮 勘 定          

 　無 形 固 定 資 産          
 　　ソ フ ト ウ ェ ア          
 　　その他の無形固定資産

 　投　　　 資　　　 等
 　　投 資 有 価 証 券          
 　　子会社株式・出資金          
 　　長 期 貸 付 金          
 　　繰 延 税 金 資 産          
 　　そ の 他 の 投 資 等
 　　貸 倒 引 当 金          

６８,７９０

２,３７３
４０１

３７,２５３
１２,３０９

０
１,８５３
２２０
５,０５７
１,３４３
２,５６０
５,４１６
－

９０,２３４

４３,０９９
１１,６３６
１,００４
１５,０５６
２６２
５,０８１
８,６５６
１,４０１

２８４
２５１
３２

４６,８５０
２９,４８４
９,６１３
７０２
５,８２１
１,３６１

△　　　 １３３

８５,９２５

２,５５８
３９５

３３,４７８
３５,６２３

０
１,８５４
２１４
３,６３４
１,２２６
２,００８
５,０９９

△　　　 １６９

６２,８５６

４３,０９９
１０,５１７
１,０９４
１５,０９６
１９４
５,２２３
８,６５６
２,３１５

１７５
１２３
５１

１９,５８１
４,２１７
８,３１５
６６８
５,１８３
１,２００

△　　　 　　３

△　１７,１３５

△　　　 １８５
６

３,７７５
△　２３,３１４

０
△　　　 　　１

６
１,４２３
１１７
５５２
３１７
１６９

２７,３７８

０
１,１１９

△　　　 　９０
△　　　 　４０

６８
△　　 　１４２

－
△　　 　９１４

１０９
１２８

△　　　 　１９

２７,２６９
２５,２６７
１,２９８
３４
６３８
１６１

△　　　 １３０

資　産　合　計 １５９,０２４ １４８,７８１ １０,２４３

（注）１．自 己 株 式 の 数 ９１６株 ５９６株 ３２０株
　　  ２．有 形 固 定 資 産 の
　　      減 価 償 却 累 計 額 １３３,８９０ １３０,５６７ ３,３２３
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（単位：百万円）

科　　　　　　目

当　　　　　期

   平成１３年
    ３月３１日現在

前　　　　　期

   平成１２年
    ３月３１日現在

増　　　　　減

（　負　債　の　部　）

 流　　動　　負　　債

 　　支　　払　　手　　形
 　　買　　　 掛　　　 金
 　　未　　　 払　　　 金
 　　未　　払　　費　　用
 　　未 払 法 人 税 等
 　　未 払 消 費 税 等
 　　従 業 員 預 り 金
 　　賞 与 引 当 金
 　　製 品 保 証 引 当 金
 　　設 備 支 払 手 形
 　　その他の流動負債

 固　　定　　負　　債

 　　転　　換　　社　　債
 　　退 職 給 与 引 当 金
 　　退 職 給 付 引 当 金

負　　債　　計

（　資　本　の　部　）

 資　　　 本　　　 金

 法 定 準 備 金
 　　資 本 準 備 金
 　　利 益 準 備 金

 剰　　　 余　　　 金
 　　特 別 償 却 準 備 金
 　　別 途 積 立 金
 　　当 期 未 処 分 利 益          
 　　（うち当期純利益）          

 その他有価証券評価差額金

資　　本　　計

５３,７３０

２,１５７
２６,６５９
２,９３７
４,４０２
２,７６０
４７２
６,７００
４,１３１
２,７９５
３８１
３３２

３５,８８２

１９,４６１
－

１６,４２１

８９,６１３

１３,１６０

１８,７０４
１５,４１４
３,２９０

３６,３５４
１４８

２４,３５０
１１,８５５
（　３,９６３）

１,１９１

６９,４１１

４８,９８５

１,９０８
２５,２２３
２,１２５
３,９４１
２,１６９
４５１
６,８９９
４,０５０
２,０５８
７０
８５

３４,７８２

１９,４８１
１５,３０１

－

８３,７６７

１３,１５０

１８,６８２
１５,４０４
３,２７８

３３,１８１
７７

２２,７００
１０,４０３
（　３,５２５）

－

６５,０１４

４,７４５

２４９
１,４３６
８１２
４６１
５９１
２１

△　　　 １９９
８１
７３７
３１１
２４７

１,１００

△　　　 　２０
△　１５,３０１
１６,４２１

５,８４６

１０

２２
１０
１２

３,１７３
７１

１,６５０
１,４５２
（　　 ４３８）

１,１９１

４,３９７

負 債 及 び 資 本 合 計 １５９,０２４ １４８,７８１ １０,２４３

（注）３．保　　証　　債　　務
　　　４．期末発行済株式数

４９９
73,427,483 株

６１８
73,406,024 株

△　　 １１９
21,459 株

　　　　　　　　　　　　増加の内訳：転換社債の株式転換　　　 21,459 株 　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　転換総額　　２０百万円　資本組入額　　９百万円
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（２）損　益　計　算　書
（単位：百万円）

科　　　　　目
当　　　　　期
自　12.４. 1
至　13.３.31

前　　　　　期
自　11.４. 1
至　12.３.31

増　　　　減

（経常損益の部）

 営 業 損 益 の 部
 　営　　業　　収　　益
 　　売　　　 上　　　 高

 　営　　業　　費　　用
 　　売　　上　　原　　価
 　　販売費及び一般管理費

 　営　　業　　利　　益

 営業外損益の部
 　営 業 外 収 益
 　　受 取 利 息 配 当 金
 　　為　　替　　差　　益
 　　その他の営業外収益

 　営 業 外 費 用
 　　支　　払　　利　　息
 　　為　　替　　差　　損
 　　その他の営業外費用

 経 常 利 益

（特別損益の部）

 特 別 利 益
 　　貸 倒 引 当 金 戻 入
 　　退職給付信託設定益

 特 別 損 失
 　　固定資産売・除却損
 　　災 害 に よ る 損 失

１９６,７８１
１９６,７８１

１８８,０２０
１６８,７８６
１９,２３３

８,７６０

６４３
４０８
８４
１５０

２６３
２３９
－
２４

９,１４１

７,７６０
３８

７,７２２

１０,１１５
７７
３０７

１７９,７４３
１７９,７４３

１７３,６８３
１５６,１４８
１７,５３５

６,０５９

９３８
５４３
－
３９５

５４３
２４７
１６８
１２７

６,４５４

５２
５２
－

１１６
１１６
－

１７,０３８
１７,０３８

１４,３３７
１２,６３８
１,６９８

２,７０１

△　　 ２９５
△　　 １３５

８４
△　　 ２４５

△　　 ２８０
△　　 　　８
△　　 １６８
△　　 １０３

２,６８７

７,７０８
△　　 　１４
７,７２２

９,９９９
△　　 　３９
３０７

 　　退 職 給 付 会 計 基 準          
 　　変 更 時 差 異 処 理 額          

９,６８１ － ９,６８１

 　　そ の 他 の 特 別 損 失

 税 引 前 当 期 純 利 益            

 法人税、住民税及び事業税

 法 人 税 等 調 整 額

 当 期 純 利 益            

 前 期 繰 越 利 益

 過 年 度 税 効 果 調 整 額

４８

６,７８６

４,８５１

△　　２,０２７

３,９６３

８,２２５

－

－

６,３９０

３,８７２

△　　１,００７

３,５２５

９６４

６,１８３

４８

３９６

９７９

△　　１,０２０

４３８

７,２６１

△　　６,１８３
 税効果会計適用に伴う            
 特別償却準備金取崩額            － ５４ △　　　 　５４

 中 間 配 当 額

 中間配当に伴う利益準備金積立額

 当 期 未 処 分 利 益            

３３０

２

１１,８５５

３１１

１３

１０,４０３

１９

△　　　 　１１

１,４５２

 (注)１．減価償却実施額 ８,０４９ ８,３０９ △　　　 ２６０
 　　２．当期における東海豪雨（昨年９月１２日）により、主に西枇杷島地区が被災いたしました。
　　　　 これに伴い、「災害による損失」307 百万円を「特別損失」として計上しております。
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〔 重 要 な 会 計 方 針 〕

　１．有価証券の評価基準及び評価方法
　　(1) 子会社株式及び関連会社株式・・・
　　(2) その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの・・・・・・・

　　　　　　時価のないもの・・・・・・・

移動平均法による原価法

期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均
法によっております。）
移動平均法による原価法

　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　(1) 製品、原材料、仕掛品・・・
　　(2) 貯蔵品・・・・・・・・・・

総平均法による原価法
先入先出法による原価法

　３．固定資産の減価償却の方法
　　(1) 有形固定資産・・・ 減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定率法

但し、平成10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、工具器
具備品に含まれる金型については減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価
額の0.4％）とする定額法
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。但し平
成 10 年 3 月以前に取得した建物については、平成 10 年度の法人税法の改正前
の耐用年数を適用しております。

　　(2) 無形固定資産・・・ 定額法
自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（5年）による定額法

　４．外貨建の資産及び負債の　・・・
　　　　本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。

　５．引当金の計上基準
　　(1) 貸 倒 引 当 金・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

　　(2) 賞 与 引 当 金・・・ 従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給実績を基準として賞与支給対象期
間のうち当期に対応する額を計上しております。

　　(3) 製品保証引当金・・・ 製品の品質保証期間内に発生する保証費用の支出に備えるため、過去の実績
を基礎にして当期に対応する発生見込額を計上しております。

　　(4) 退職給付引当金・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
会計基準変更時差異（9,681 百万円）については、当期において、有価証券（時
価 9,029 百万円）を退職給付信託に拠出し、同額を一時に費用処理するとと
もに、残額についても1 年で費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（15 年）による定額法により、翌期から費用処理することとしておりま
す。

　６．リース取引の処理方法・・・ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

　７．ヘッジ会計の方法
　　(1) ヘッジ会計の方法・・・・・・ 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。
　　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象・・・ ヘッジ手段　：　為替予約

ヘッジ対象　：　外貨建輸出債権
　　(3) ヘッジ方針・・・・・・・・・ 社内規程に基づき、為替相場動向等を勘案の上、為替変動リスクを

ヘッジしております。
　　(4) ヘッジ有効性評価の方法・・・ 個別予約を行っており、為替相場の変動による相関関係は完全に確

保されているため、ヘッジは有効であります。

　８．消費税等の会計処理 ・・・ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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〔 追 加 情 報 〕

　１．当期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
　　　会　平成10 年6 月16 日））を適用しております。
　　　これに伴い、適用しない場合に比べ、退職給付に係る費用は 9,891 百万円増加し、経常利益は 209
　　　百万円、税引前当期純利益は 9,891百万円減少しますが、有価証券による退職給付信託を設定し、退職
　　　給付信託設定益7,722 百万円を計上した結果、税引前当期純利益は 2,169百万円減少しております。
　　　また、従来の退職給与引当金は、当期より退職給付引当金に含めて表示しております。

　２．当期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
　　　会　平成11 年1 月22 日））を適用しております。この変更による損益への影響は軽微であります。
　　　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれているもののうち１
　　　年内に満期の到来する債券及び預金と同様の性格を有する証券投資信託は流動資産の有価証券として、
　　　それら以外は投資有価証券として表示しております。この変更により期首時点において流動資産の有価
　　　証券は 23,732百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

　３．当期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」
　　　（企業会計審議会　平成11 年10 月22 日））を適用しております。この変更による損益への影響は軽
　　　微であります。


